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	【概　要】
	○　大阪商工会議所は、このほど標記要望を取りまとめ、参議院選挙後、政府に建議する。なお、本要望は、経済政策委員会（委員長
	○　本要望では、まず、政府が最優先すべき課題は、持続的な経済成長の実現に向け、行財政改革の徹底により一層のスリム化・効率
	○  こうした基本的な考え方に沿い、2011年におけるプライマリーバランスの黒字化達成とともに、その目標達成に必要な経済
	○　具体的には、経済の底上げに必要な中小企業関連予算の拡充をはじめ、ＩＴ化や技術革新による中堅・中小企業の生産性向上、金
	【要望のポイント】
	Ⅰ．増税なきプライマリーバランスの黒字化達成（本文１ページ）
	○　「骨太の方針2007」に基づき、財政健全化と成長力強化を車の両輪とした歳出・歳入両面の一体的改革
	○　とりわけ、増税ではなく、経済活性化による税収増加と歳出削減を通じた2011年におけるプライマリーバランスの黒字化
	Ⅱ．企業・地域・人材主体の底上げ（本文２～４ページ）
	１．中堅・中小企業の競争力強化
	（１）中小企業の底上げと支援体制の強化
	○　中小企業・小規模事業関連予算の抜本的な拡充、人材確保や販路開拓等の支援強化
	○　「事業承継支援センター」の新規設置、「中小企業再生支援協議会」の機能・体制の拡充
	（２）ＩＴ化・技術革新と生産性向上
	○　ＩＴ化推進と技術革新・伝承の支援、サービス産業等の生産性向上のため施策展開
	（３）中小企業金融の拡充
	○　信用力・担保力に劣る中小企業・小規模事業者を対象とする融資制度の改善
	○　スムーズな事業再生と事業承継に資する公的融資制度の創設
	（４）頑張る企業を応援する税制の構築
	○　法人実効税率の引き下げ、研究開発・設備投資減税の拡充
	○　包括的な事業承継税制やエンジェル税制など、中小・ベンチャー支援税制の拡充
	２．地域経済の競争力強化（本文３ページ）
	（１）成長する「エンジン産業」への重点投資
	○　情報家電・コンテンツ産業等の新しいモノづくり産業、バイオ・ライフサイエンス産業、ツーリズム産業等、地域経済を牽引する
	（２）投資効率とシナジー効果を重視した都市の再生
	○　都市の潜在力を活かす高速道路網や交通ネットワークの充実などインフラ整備の推進
	（３）国際拠点空港とスーパー中枢港湾の競争力強化
	○　関西国際空港の完全２４時間化や経営基盤強化策、阪神港の国際物流機能の重点整備
	（４）賑わいのある「まちづくり」支援
	○　中心市街地の再生、まちづくり事業の支援強化、固定資産税の軽減、事業所税の撤廃
	３．人づくり・人材の活用
	（１）教育再生とキャリア教育の推進
	○　政府をあげた、学校・教員の意識改革を含む「教育再生」、「キャリア教育」推進
	（２）あらゆる人材の活用支援
	○　職業能力形成プログラム（ジョブ・カード制度）の充実、インターンシップ受入企業の支援
	Ⅲ．活力ある地域・経済社会の構築（本文４ページ）
	１．少子高齢化に対応した制度づくり
	○　思い切った少子化対策、“シニアから若年層へ”という視点での社会保障制度・税制・行　　　財政制度の一体的見直し、“福祉
	２．活力ある地方分権社会の構築
	○　国・地方の役割分担に応じた権限と財源の思い切った移譲、国庫補助負担金・地方交付税　制度・税源移譲・地方債制度等の一体
	３．スピード感をもったグローバル経済戦略の展開
	○　ＷＴＯ交渉の早期妥結、関係国との包括的なＥＰＡ交渉の速やかな締結、米国やＥＵ等とのＦＴＡ締結交渉の戦略的推進、ＡＳＥ
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